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第３章　勤労者生活の課題
第１節　勤労者生活の変化

就業形態の多様化の中で、非正規雇用割合の上昇がみられたが、特に、1990年代半ば以降で

は若年層の非正規雇用割合の上昇が大きく、収入の低い労働者の割合が増加し、若年層で収入

格差の拡大の動きがみられる。

我が国社会全体の所得格差の動向については、高齢者世帯間では所得格差が大きく、また、

小規模世帯が増加すると所得の少ない世帯が増加し格差を拡大させるなどの特徴があるため、

高齢化や小規模世帯の増加などに伴い、格差を示す統計数値の上昇がみられるものの、高齢化、

世帯の小規模化などの影響を除けば、世帯単位でみた所得格差の明確な拡大傾向は認められな

いと考えられる。また、収入の低い労働者が若年層において増加しているが、今のところ、収

入の低い者の多くは親と同居していることなどから、こうした動きは、世帯単位でみた所得格

差の拡大に直接つながるものではないと考えられる。しかし、正規雇用と比べ非正規雇用では

職業能力開発の機会も十分ではなく、非正規雇用では職業能力形成も進みにくいため、今後、

これらの層が独立しなければならなくなったときに、所得格差が拡大したり、固定化すること

が懸念される。また、最近では、フリーターの減少など状況の改善がみられるところであるが、

景気の持続的回復傾向の中で若年者の正規雇用化の動きを推進し、若年者の職業的自立を通じ

て格差の固定化を招かないようにしていくことが重要である。

（雇用者の年間収入の動向をみると収入の高い層が収入増加が大きい）
就業形態別に年間収入の変化をみてみると、正規雇用の年収については、収入上位層の年間

収入（第３四分位）では、すべての年齢層において上昇しており、特に、40歳台及び50歳台で

の収入の伸びが大きい。一方、収入下位層（第１四分位）では概ね改善しているが、25～29歳

層及び65歳以上層において若干の年間収入の減少がみられる。また、パート・アルバイトにつ

いては、就業形態別にみた雇用者の中で年間収入の最下位層を形成しているが、1990年代半ば

以降の動きとして、収入下位層の収入は、どの年齢層をみても低下するような動きはみられな

い（第29図）。

（男性一般労働者の30～40歳台で賃金格差は拡大）
また、一般労働者（フルタイム労働者）の賃金分布をみると、男性一般労働者の30～40歳台

を中心に賃金格差の拡大がみられる（第30表）。これは賃金制度における業績・成果主義の広が

りによるものと考えられ、高学歴者ほどその傾向が強い。また、学歴間賃金格差も拡大する傾

向にある。産業構造の高度化に伴い職場で求められる知識や技術も高度なものとなり、これに

伴って学歴間の賃金格差も拡大しているものとみられる。

（世帯単位でみた所得格差には明確な拡大傾向は認められない）
賃金統計をみると、一部の労働者区分や年齢層において賃金格差の広がりがみられるが、こ

れらの動きがすぐさま世帯単位でみた所得格差を拡大させるわけではない。

当初所得ベースでみたジニ係数は、1980年代以降緩やかに上昇しているが、格差の大きい高

齢者世帯や小規模世帯が増加するなどの社会構造の変化に留意する必要があり、これらの要素
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①　正規雇用の年間収入（男女計）
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②　パート・アルバイトの年間収入（男女計）
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資料出所　総務省統計局「就業構造基本調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて推計
　　（注） １）年間収入階級別雇用者数をもとに線型補完法により推計。

２）第1四分位数とは年間収入の低い者から高い者へと一列に並べ四等分した場合に低い方から最
初の節の者の年間収入、中位数とは第2番目の節の者の年間収入、第3四分位とは第3番目の節
の者の年間収入である。

第29図　就業形態別にみた年間収入の分布
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資料出所　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて推計
　　（注） １）　係数は各5年間の単純平均及び2005年値。

２）　十分位分散係数＝（第9十分位数－第1十分位数）／中位数／2
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第30表　性、年齢階級別、一般労働者の賃金の十分位分散係数
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を勘案すると、現段階では所得格差の明確な拡大傾向は認められないと考えられる。また、再

分配所得ベースのジニ係数は、1999年から2002年にかけて低下している（第31図）。

（若年層における非正規雇用比率の高まりに伴い今後の所得格差の拡大が懸念される）
年齢階級別に非正規雇用比率の変化をみると、1990年代を通じて、特に、20～24歳層におい

て非正規雇用比率が大きく上昇している（第32図）。

20歳台の収入階級別雇用者割合をみると、150万円未満の収入の低い者の割合が増加するとと

もに、500万円以上の収入の高い者の割合も増加しており、収入格差の拡大の動きがみられる

（第33図）。

今のところ、収入の低い若年者は、親と同居するなど単独で世帯を形成する者が少ないこと

から、世帯単位でみた明確な所得格差の拡大にはつながっていない。しかし、正規雇用と非正

規雇用の間には職業能力開発機会に格差があり、非正規雇用では職業能力形成が進みにくいた

め、今後、これらの層が独立しなければならなくなったときに、所得格差が拡大したり、固定

化することが懸念される。最近では、フリーターの減少など状況の改善がみられるが、景気の

持続的回復傾向の中で若年者の正規雇用化の動きを推進し、若年者の職業的自立を通じて格差

の固定化を招かないようにしていくことが重要である。

（階層ごとに違いがでてきた消費行動と今後に向けた課題）
我が国社会においては、今のところ所得格差の明確な拡大傾向は認められないと考えられる

が、所得階層ごとにみると消費行動に差異が生じていていることには注目しておく必要がある

と考えられる。

消費支出の費目別の構成比変化を、年間収入五分位階級別にみることで、収入階層ごとにど

のような消費支出を増やしているかをみてみると、交通・通信費は全ての収入階層において大

きく上昇し、光熱・水道費は収入の低い層ほど大きく上昇している。一方、教育支出は、収入

の高い層が大きく上昇しており、保健医療費についても同様の傾向がみられる（第34図）。また、

消費支出の2001～2005年平均の前期（1996～2000年平均）に対する増減率を費目別にでみると、

収入の低い第Ⅰ五分位や第Ⅱ五分位では交通・通信費の伸びが際だって大きく、収入の高い第

Ⅴ五分位でのみ住居費、教育費が増加している。

教育など将来に向け長期的・計画的に支出していくものは高所得層で増加しているが、低所

得層では交通・通信費、光熱費などの増加から、将来的な生活設計に振り向ける資力が低下し

ていることが危惧される。また、低所得層ほど平均消費性向の上昇が大きく、貯蓄保有世帯の

割合が低下することが懸念される。
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資料出所　厚生労働省「所得再分配調査」

第31図　ジニ係数の推移
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資料出所　総務省統計局「就業構造基本調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて特別集計
　　（注） 非正規雇用比率は、雇用者に占める非正規雇用者の割合。在学者を除く。

第32図　年齢階級別非正規雇用比率の変化
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資料出所　総務省統計局「就業構造基本調査」

第33図　収入階級別雇用者割合（20歳台）
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資料出所　総務省統計局「家計調査」（二人以上の勤労者世帯（農林漁家世帯を除く））
　　（注） １）総消費支出額に占める費目別消費支出額の割合の変化差ポイント。

２）変化差ポイントは、1996～2000年平均値に対する2001～2005年平均値のポイント差である。

（％ポイント）
第34図　消費費目別構成比ポイント差（2001～2005年平均）


